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福岡空港ビルディング株式会社について 

                                                       （平成２７年６月３０日現在）  

概要 

   １ 名称、設立年月日、所在地 

     （１）名   称  福岡空港ビルディング株式会社 

        （２）設立年月日  昭和４２年４月１日 

    （３）所 在 地  福岡市博多区大字下臼井７８２番地１ 

   

   ２ 目的 

    （１）貸室及び施設、設備の貸与業 

        （２）航空思想の普及及び観光に関する事業 

        （３）損害保険代理業及び旅行業 

        （４）石油製品の販売 

    （５）食堂、喫茶店及び娯楽施設の経営 

    （６）酒類、煙草、化粧品、服飾品、時計類、薬品、飲食物、雑貨 
       等の販売 

    （７）日用品、記念品、郵便切手及び収入印紙の販売 

    （８）駐車場運営業 

    （９）広告宣伝業 

    （10）両替業 

    （11）航空事業者、航空旅客及び航空貨物に対する役務の提供 

    （12）前各号に付帯関連する事業      

 
 
 
 
 

1



事   業   報   告 
自 平成２６年 ４ 月 １ 日 

至 平成２７年 ３ 月３１日 

 

１．株式会社の現況に関する事項  

（１）事業の 経過お よ びそ の成 果  

当期におけるわが国経済は、当初は景気に弱い動きも見られたものの、その後は緩やかな回復

基調が続きました。 
航空業界においては、首都圏空港の機能強化、オープンスカイおよび空港経営改革が推進され、

またＬＣＣの新規参入・路線拡大が進みました。 
当福岡空港においては、景気の回復およびＬＣＣの増便や路線拡大等により、国内線航空旅客

は、1,632万人（前期比 101.4％）と増加しました。国際線については、円安に伴う訪日旅行の割

安感、東南アジア諸国へのビザ発給要件の緩和およびＬＣＣの新規就航等により、外国人旅客が

大幅に増加し、航空旅客は 369 万人（前期比 114.8％）となり、前期に続き過去最高を更新しま

した。その結果、合計では 2,001 万人（前期比 103.6％）となり、開港以来初めて 2,000 万人を

超え、活況を呈した一年となりました。 

このような状況の中、当社は、お客さまに安全・安心・快適で魅力溢れる空港ターミナル   

ビルを提供するため、施設、収入・費用、業務運営の各方面に亘り、次のような施策を講じてま

いりました。 

施設面では、国の平行誘導路二重化と一体的に整備する東側再整備の実施設計が完了しました。

出発・到着機能の集約、地下鉄からのアクセス向上、商業施設の拡充等により、機能性、利便性

と収益性を兼ね備えた魅力あるターミナルビルの整備工事に着手できることとなりました。また、

先行整備事業である別棟工事および立体駐車場との接続工事が完了いたしました。国際線におい

ては、トランジット旅客専用の保安検査機器新設による旅客利便および保安検査の品質向上、共

用チェックインシステムの利用エリア拡大による航空会社の運用効率の向上等を推進してまいり

ました。また、礼拝室を設置し、多様化する外国人旅客へのサービス拡充を図りました。 

収入面では、免税店において、販売単価の高い外国人向けの商品導入や販売促進施策の実施、

中央店の改修、訴求力のあるホームページへのリニューアル等顧客ニーズを見据えた店舗運営に

努めたことにより、過去最高の売上を記録いたしました。また、国内線では商業施設の活性化お

よび収益拡大のためファストフードや福岡の地域色豊かな店舗等を新規に展開いたしました。 

その結果、売上高は 210億 1千 6百万円（前期比 118.1％）と前期から大きく増加しました。  

一方、費用面では、事業全般に亘るコスト削減に努めましたが、新規店舗の業務委託費やシス

テム更新費用等の増により、販売費および一般管理費は 123 億 5 千 8 百万円（前期比 111.3％）

となりました。 

業務運営面では、従業員や入居者に対する保安・防災教育や事案毎の訓練等による安全性の向

上、九州を中心とした観光情報の提供等による案内サービスの拡充、テレビ番組制作やイベント

実施による航空需要の喚起等に取り組んでまいりました。また、国土交通省福岡空港事務所と協

働でＣＳ推進専門部会を立ち上げ、福岡空港全体のＣＳレベルの向上を図ってまいりました。 

これらの結果、営業利益は 33 億 7 千 6 百万円(前期比 119.2％）となり、これに営業外収支を

加えますと、当期の経常利益は 34億 8千 4百万円（前期比 122.8％）となりました。当期純利益

は、西側地区再整備に伴う資産除去債務費用として 13億 3千 8百万円を特別損失に計上したこと

から 12億 5千 6百万円（前期比 73.7％）となりました。 
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（２）設備投 資等の 状 況  

①当事業年度中に完成した主要設備等 
・国内線第３ターミナルビル北側別棟整備工事 
・国内線第３ターミナルビル立体駐車場接続部整備工事 
・事業部システム更新 

②当事業年度継続中の主要設備等の新設、拡充、改修 
・国内線旅客ターミナルビル再整備事業（東側再整備） 

     
（３）財産お よび損 益 の状 況の 推移  

期  

区分  

第 45 期  

平 成 23 年 度  

第 46 期  

平成 24 年度  

第 47 期  

平成 25 年度  

第 48 期（ 当 期 ） 

平成 26 年度  

売上高（百万円） 14,992 16,079 17,792 21,016 

当 期 純 利 益       

（百万円） 
1,412 1,205 1,704 1,256 

１株当たり当期 
純利益（ 円 ）  

176.92 151.10 213.57 157.38 

総資産（ 百 万 円 ） 34,866 34,656 35,770 40,419 

 

（４）対処す べき課 題  

新年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善傾向が続くなかで、各種政策の効果 
もあり、景気は緩やかに回復していくことが期待されております。 
当社の事業基盤である航空旅客については、景気の回復および国の観光立国実現に向けた 

訪日外国人向け施策等により、国内線・国際線ともに増加が見込まれます。 
航空旅客が好調に推移する一方で、福岡空港では、航空機の発着回数が滑走路の安定的な 

運航可能容量を超えており、現在国が進めている平行誘導路の二重化工事および滑走路増設 

による空港容量の拡大が喫緊の課題となっております。当社としましては、それらの効果を 

最大化するために、現在進行中の東側再整備を着実かつ効果的に遂行するとともに、西側地 

区の貨物施設の移転等を鋭意進めなければなりません。 

 また、福岡空港の民間委託に関して、昨年 11月に福岡県知事と福岡市長が検討を進められ 

ることに同意しました。当社としましては、民間委託の検討を進める上でまず必要となる資産 

評価については、国と協力し適切に対応してまいります。 

当社は、これまでの空港ターミナルビル運営で培った経験と実績をもとに、運営権の獲得を 
目指していかなければなりません。 
  平成 27 年度は、平成 26～28 年度を対象とする中期経営計画における重点方針「地域の発展を 
牽引する魅力溢れる施設整備の推進」、「企業としての更なる成長に向けた経営基盤の一層の 
強化」に加え、「福岡空港の民間委託への対応」の３点を重点項目とし、広く新しい発想・視 
点で各種施策や業務に積極的に取り組んでまいります。 

具体的には、次のような取組みを重点的に推進してまいります。 
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１.地域の発展を牽引する魅力溢れる施設整備の推進  

   東側再整備では、新１ビルの建設、３ビルのコンコース建設および内部改修工事を着 
  実に推進してまいります。 
   西側地区では、国が策定した「福岡空港ターミナル地域整備基本計画（西側ターミナ 
  ル地域）」に基づき、移転が必要となる貨物施設の設計に着手してまいります。また、 
  施設の狭隘化等に対応するため、ゲートラウンジの拡張、商業施設の拡充やカードラウ 
  ンジの新設等国際線旅客ビルの改修に取り組んでまいります。 
  

２.企業としての更なる成長に向けた経営基盤の一層の強化  

   平成 28年 4月を目途に市中に空港型免税店を出店し、国内外の航空・船舶旅行者の 

  新たな消費需要を喚起し収益拡大を図ってまいります。 
   また、東側再整備において、商業施設の拡充や集客施設の展開計画を推し進め、収益 
  拡大およびサービスの拡充を図るとともに、経営効率化、人材育成等を更に推進し、経 
  営基盤を一層強化してまいります。 
  

３.福岡空港の民間委託への対応 

 空港の安全確保を大前提に、国、福岡県、福岡市が民間委託に期待する「航空ネット 
ワークの拡大等による空港の活性化」や「効率的な空港運営等による利用者利便の向上」 
等を実現し、地域の振興・発展を図るための空港運営のあり方等について具体的な研 
究・検討を進めてまいります。 

 

当社といたしましては、安全の確保とお客さま第一主義の追求を念頭に、健全経営の堅持 

に努め、株主の皆さまや社会から信頼される企業であり続けることを目指してまいります。 

株主各位におかれましては、今後ともより一層のご理解とご支援を賜りますようお願い 

申し上げます。 
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（５）主要な 事業内 容 （平 成２ ７年３月３１日現在）  

①  貸室および施設、設備の貸与業  

②  酒類、煙草、化粧品、服飾品、時計類、薬品、飲食物、雑貨等の販売  

③  広告宣伝業  

（６）従業員 の状況 （ 平成 ２７ 年３月３１日現在 ）  

   項目  

性別  

 

平均年齢  平均勤続年数 従業員数  
 

対前期末比  
増    減  

男  
名  

６７  

名  

＋  ５  

才  

４１ .６  

年  

１３ .５  

女  
８４  ＋  ２  ３６ .２  １４ .３  

計  １５１  ＋  ７  ３８ .６  １３ .９  

（注）上記の他、契約社員（男２４名  女１８３名）を雇用しております。  

 

 

（７）子会社 の状況（ 平成 ２７ 年３月３１日現在 ）  

会   社   名  資本金  
当 社 の 

出 資 比 率 

 

主要な事業内容  

福 岡 空 港 商 事 株 式 会 社              

万円  

 4,000 
 

％  

 100.0 
 

煙草、各種食料品、
服飾品、日用雑貨等
の販売業  

福岡空港ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ株式会社  3,000  100.0 
建物および建物附属  
諸設備の保守、運転  
管理  

 

（８）借入の 状況（ 平 成２ ７年 ３月３１日現在）  

借  入  先  借入額（残高）  

み ず ほ 銀 行 
百万円  

 857 

西 日 本 シ テ ィ 銀 行  627 

福 岡 銀 行  627 

日 本 政 策 投 資 銀 行  132 
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２．株式に関する事項（平成２７年３月３１日現在）  

 

（１）発行可能株式総数    

９００万株  

 

（２）発行済株式の総数    

７９８万８００株  

 

（３）株主の総数  

   ２１名  

 

（４）大  株  主（上位８名）  

株  主  名  持  株  数  持株比率  

日 本 航 空 株 式 会 社 
株  

1,395,310 
％  

17.48 

九 州 電 力 株 式 会 社           1,228,570 15.39 

ＡＮＡホールディングス株式会社 1,194,070 14.96 

西 日 本 鉄 道 株 式 会 社           1,156,100 14.48 

福    岡    県           1,149,020 14.39 

福    岡    市           1,127,490 14.12 

西 部 瓦 斯 株 式 会 社            127,280 1.59 

株 式 会 社 電 気 ビ ル            127,280 1.59 

（注）持株比率は小数点第３位を切り捨てて表示しております。  
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３．会社役員に関する事項（平成２７年３月３１日現在）  

取締役および監査役  

氏 名 地 位 担当および重要な兼職の状況 

麻生  渡 代表取締役社長  

馬場 耕一 代表取締役副社長 社長補佐、再整備プロジェクト総括 

浦  清済 代表取締役副社長 社長補佐、企画担当、経理担当 

清水 佳人 代表取締役専務 総務担当 

 五嶋八洲雄 専務取締役 事業担当 

西原 義和 常務取締役 ＩＴ推進担当 

池内 久男 常務取締役 
営業担当、 
再整備プロジェクト営業担当リーダー 

松家  繁 常務取締役 保安防災担当、旅客サービス担当 

井﨑  進 常務取締役 
施設担当、地域・広報担当、 
再整備プロジェクト施設担当リーダー 

乘田 俊明 取 締 役 日本航空株式会社常務執行役員 

貫  正義 取 締 役 九州電力株式会社代表取締役会長 

洞   駿 取 締 役 ＡＮＡホールディングス株式会社常勤顧問 

竹島 和幸 取 締 役 西日本鉄道株式会社代表取締役会長 

小川  洋 取 締 役 福岡県知事 

髙島宗一郎 取 締 役  福岡市長 

永吉 信行 常勤監査役   

渡邊 正光 監 査 役 
 一般財団法人福岡コンベンションセンター 

理事長 

田中 優次 監 査 役 西部瓦斯株式会社代表取締役会長 

深堀 慶憲 監 査 役 株式会社電気ビル代表取締役社長 

（注） 

１．平成２６年６月１８日開催の第４７回定時株主総会において、乘田俊明氏は取締役に、 

深堀慶憲氏は監査役に、新たに選任され就任いたしました。 

２．平成２６年６月１８日開催の第４７回定時株主総会終結の時をもって、取締役 丸川潔氏は 

任期満了により、監査役 蔵野八郎氏は辞任により、退任いたしました。 

３．取締役 乘田俊明、同 貫正義、同 洞駿、同 竹島和幸、同 小川洋、同 髙島宗一郎の６氏は、 

会社法第２条第１５号に定める社外取締役であります。 

４．監査役 渡邊正光、同 田中優次、同 深堀慶憲の３氏は、会社法第２条第１６号に定める  

社外監査役であります。 

 

 

 
 
 
 

7



４．会計監査人に関する事項 

会計監査人の名称  

   福岡監査法人 
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【 15,592,196 】 【 7,622,681 】

現 金 及 び 預 金 13,236,371 買 掛 金 581,353

売 掛 金 813,866 １ 年 内 返 済 予 定 の
固 定 負 債 861,125

商 品 907,889 未 払 金 3,222,033

貯 蔵 品 84,582 未 払 費 用 105,389

前 払 費 用 104,145 未 払 法 人 税 等 945,000

繰 延 税 金 資 産 159,643 未 払 消 費 税 等 11,448

未 収 入 金 136,748 前 受 金 594,841

未 収 消 費 税 等 135,973 預 り 金 1,026,814

その他の流動資産 13,010 賞 与 引 当 金 145,420

貸 倒 引 当 金 △ 34 役 員 賞 与 引 当 金 32,200

固　定　資　産 【 24,827,753 】 販 売 促 進 引 当 金 93,904

（有形固定資産） ( 23,092,206 ) リ ー ス 債 務 1,287

建 物 15,468,628 その他の流動負債 1,861

建 物 附 属 設 備 3,478,512 固　定　負　債 【 5,190,751 】

構 築 物 170,078 長 期 借 入 金 1,312,500

器 具 備 品 1,057,695 退 職 給 付 引 当 金 177,405

土 地 150,555 入 居 保 証 金 118,981

リ ー ス 資 産 3,065 預 り 敷 金 1,386,682

建 設 仮 勘 定 2,763,669 預 り 保 証 金 3,962

（無形固定資産） ( 2,002 ) リ ー ス 債 務 1,931

施 設 利 用 権 - 資 産 除 去 債 務 2,189,289

電 話 加 入 権 1,662 負 債 合 計 12,813,433

著 作 権 340

（投資その他の資産） ( 1,733,545 ) 株　主　資　本 【 27,553,324 】

投 資 有 価 証 券 241,611 資 本 金 4,100,744

関 係 会 社 株 式 119,000 資 本 剰 余 金 398,588

長 期 貸 付 金 5,478 　資 本 準 備 金 386,204

破 産 更 生 債 権 等 2,511 　その他資本剰余金 12,384

長 期 前 払 費 用 7,979 利 益 剰 余 金 23,053,992

前 払 年 金 費 用 133,631 　利 益 準 備 金 638,982

繰 延 税 金 資 産 1,185,905 　その他利益剰余金 22,415,010

差 入 保 証 金 6,793 　　設備改修積立金 11,086,000

そ の 他 の 投 資 87,545 　　別 途 積 立 金 9,760,000

貸 倒 引 当 金 △ 56,911 　　繰越利益剰余金 1,569,010

評価・換算差額等 【 53,193 】

その他有価証券評価差額金 53,193

純 資 産 合 計 27,606,517

40,419,950 40,419,950

流　動　負　債流　動　資　産

負　債・純資産　合　計

純　資　産　の　部

資　　産　　合　　計

貸　　借　　対　　照　　表
平成２７年３月３1日現在

科　　　目

資　　産　　の　　部

金　　　額

負　　債　　の　　部

金　　　額科　　　目

（単位：千円）
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売　上　高 21,016,268

9,616,753

11,399,515

売　上　原　価 5,281,399

売　　上　　総　　利　　益 15,734,869

販売費及び一般管理費 12,358,038

営　　業　　利　　益 3,376,831

営　業　外　収　益 276,701

68,483

208,217

営　業　外　費　用 169,338

62,767

106,570

経　　常　　利　　益 3,484,194

特　別　損　失 1,338,091

1,338,091

2,146,102

1,467,395

△ 577,336 890,059

1,256,043

損　　益　　計　　算　　書
自　　平成２６年４月　１日

至　　平成２７年３月３１日

（単位：千円）

科　　　　　目 金　　　　　額

不 動 産 収 入

事 業 収 入

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他 の 収 益

支 払 利 息

当 期 純 利 益

そ の 他 の 費 用

資 産 除 去 債 務 費 用

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額
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